令和元年１０月１日から始まる事業年度より
	法人市民税

法人税割の税率が変わります！


平成28年度税制改正により、法人住民税法人税割の一部が国税化され、その税収全額が交付税原資とされることになりました。

これに伴い地方税法が改正され、法人の市民税法人税割の標準税率及び制限税率が、次のとおり引き下げられました。

〔令和元年10月1日施行〕

標準税率　　 9．7％　→　  6．0％（▲3．7％）
制限税率　　12．1％　→　  8．4％（▲3．7％）
　

★法人住民税法人税割の税率改正の概要【裏面を参照】

	東近江市の法人税割の税率

地方税法の改正を踏まえ東近江市においても令和元年10月1日以降
に開始する事業年度分から以下のとおり、税率が変更となります。

法　人　区　分

【改正前】税　率

令和元年9月30日以前

に開始する事業年度

【改正後】税　率

令和元年10月1日以降

に開始する事業年度
資本等の金額が１億円以上の法人及び保険業法に規定する相互会社

12．1％

 8．4％

上記以外の法人

11．1％

 7．4％
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　　　　　〒527-8527

　　　　　滋賀県東近江市八日市緑町10番5号
　　　　　℡　　0748-24-5604

　　　　　IP　　050-5801-5604

　　　　　Fax　0748-24-5577
ホームページ　http://www.city.higashiomi.shiga.jp
法人住民税法人税割額の税率改正の概要

平成２８年度税制改正により、法人住民税法人税割の税率が引下げられるとともに、引下げ分に相当する地方法人税
（国税）の引上げが行われます。これらの改正は、令和元年１０月１日以後に開始する事業年度から適用されます。
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　　改正前
　

　　改正後

　　　　　　　法人市民税の税率引下げ相当分は、地方法人税（国税）の税率が引上げられます。
・法人住民税法人税割の税率の改正

法人住民税法人税割の標準税率及び制限税率は、次のとおり改正されました。
	
	改正前
	改正後

	
	標準税率
	制限税率
	標準税率
	制限税率

	市町村民税
	９．７％
	１２．１％
	６．０％（△３．７％）
	８．４％（△３．７％）

	道府県民税
	３．２％
	４．２％
	１．０％（△２．２％）
	２．０％（△２．２％）


・予定申告における経過措置

　法人税割の税率の改正に伴い、令和元年１０月１日以後に開始する最初の事業年度又は連結事業年度の予定申告に係る法人税割額については、予定申告税額を求める算式の「６を乗じる」部分が次の値となります。
	市町村民税＝前事業年度分の法人税割額×３．７÷前事業年度の月数



・地方法人税（国税）
　○納税義務者：法人税を納める義務がある法人
○課税標準：基準法人税（所得税額や外国税額等の控除前の法人税額）

○税率：１０．３％

○申告納付先：税務署へ法人税と同じ時期に申告・納付

※詳細については、国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp）をご覧いただくか、
近江八幡税務署（℡0748-33-3141）へお問い合せください。
	


ｅＬＴＡＸを利用すると、給与支払い報告書（総括表・個人別明細書）の提出や法人市民税・固定
資産税（償却資産）の申告、各種届出などの手続きがインターネットを通じて行えるようになります。
大変便利ですので、是非ご利用下さい。

税　　目

利用可能な手続き

個人市民税

給与支払報告、給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届、特別徴収切替届、特別徴収義務者の所在地・名称変更届など

法人市民税

中間申告（予定申告）、確定申告、修正申告、設立（設置）届、異動届

固定資産税（償却資産）

全資産申告、増加資産／減少資産申告、修正申告など

【お問合せ】
・ｅＬＴＡＸホームページhttp://www.eltax.lta.go.jp/のお問合せフォームをご覧下さい。

・電話による問合せは、℡0570-081459、03-5521-0019にお問合せ下さい。

・受付は9:00～17:00（月～金のみ　土日祝祭日･年末年始（12/29～1/3）は休業）




改正のイメージ





法人市民税　税率 １２．１％





法人市民税　税率 ８．４％





地方法人税








